⽇本企業における「イノベーションという⾔葉」の普及 : 有価証券報告書のマイニングを通じて by 星野 雄介 & 平尾 毅
武蔵野大学学術機関リポジトリ　Musashino University Academic Institutional Repositry
?本企業における「イノベーションという?葉」の普
及 : 有価証券報告書のマイニングを通じて








The Diffusion of the Term “Innovation” among Japanese firms: 
Data Mining of Annual Securities Reports 
 
星野 雄介 1（武蔵野⼤学 経営学部 准教授） 
平尾 毅 2 （京都橘⼤学 経営学部 教授） 
 
Abstract 
The purpose of this paper is to clarify how the term "innovation" has diffused 
among Japanese firms and what meaning it has come to have in each firm. 
Mining the annual securities report database for the term "innovation", we 
extracted data on a total of 1769 companies and 23440 documents. 
Descriptive statistics and text mining were used to analyze the data, and the 
following three points were revealed. First, the number of companies and 
documents referring to the term "innovation" has been increasing year by year, 
and it is now widely used in industries other than the secondary industry. 
Second, a specific small number of firms mention the term "innovation" over 
and over. Third, the term "innovation" has been introduced by large 
corporations in the context of corporate entities, then internally incorporated 
to reach top management, and now used in the context of practicing segment 
businesses actively. The findings of this paper suggest two points: the 
potential of the field of disclosure research on innovation, and the importance 
of securities report databases in Japanese management studies. 
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節ではデータベースの分析⽅法を⽰し、第 4 節と 5 節ではその⽅法によって得



































（Management Discussion and Analysis；MD&A）といった経営者による説明













 ⽇本における代表的な有報 DB は、株式会社プロネクサスが提供する eol であ
り、株式会社ユーザベースが提供する SPEEDA である。本論⽂では eol を⽤い

















次に、eol の利⽤⽬的について概観していく。利⽤⽅法はおおむね 5 つ程度に
分類されそうである。第 1 が、eol から必要書類をダウンロードさせるという利
⽤⽅法である。例えば、教育プログラムの開発⽬的で、学⽣に有価証券報告書を
ダウンロードさせたという報告がある（⾦川・⼿島, 2020）。第 2 が、統計分析
に必要となる財務データを取得する⽬的である（壷内&三和, 2020; 成岡, 2018）。
第 3 が、企業のスクリーニングである。たとえば、不正会計情報を開⽰した企業
をスクリーニングする⽬的で、eol を利⽤した研究がある（尾関, 2019）。第 4 が、
特定の概念の普及実態を記述統計的に明らかにする⽬的である（中條, 2009; 伊
藤, 2014）。最後の第 5 が、開⽰書類の記述情報の収集と分析である（伊藤, 2016；




 中條（2009）は 2003 年 3 ⽉期から 2008 年 3 ⽉期にかけて、上場全社につい
ての CSR 情報を調査し、CSR の普及に応じて、担当役員が任命され、社内体制
が整備され、実態把握と課題の明確化が進んだと論じた。 
伊藤（2014）は 2004 年 3 ⽉期から 2012 年 3 ⽉期の期間で伊藤は、eol を
CSR で全⽂検索し、検索結果を整理することで、⽇本企業に CSR 情報がどのよ
うに普及しているかを明らかにしている。伊藤が注⽬したポイントは①CSR に
⾔及した企業数、②開⽰継続期間、③業種別の動向、④有価証券報告書における
開⽰場所の変化であった。分析の結果、CSR は 2008 年をピークに減少傾向があ




































 本論⽂では、暦年で 2004 年から 2020 年までの、全有価証券報告書提出企業
の全書類を対象とする。 
 第 1 に、2004 年を開始時点とする理由は、データベースの収録開始年が、2004
年であったためである。⽇本において有価証券報告書の電⼦提出は 2001 年 6 ⽉
日本企業における「イノベーションという言葉」の普及 ー有価証券報告書のマイニングを通じてー
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から施⾏されたが、電⼦提出に全⾯的に移⾏したのが 2004 年 6 ⽉からであっ
た。すなわち全有価証券報告書提出企業のデータを分析できるのが 2004 年 6 ⽉
からとなる。このことは、2 つの注意点が含まれる。①2004 年 1 ⽉から 5 ⽉末
までに有価証券報告書を提出した企業、すなわち、2003 年 10 ⽉末から 2004 年
2 ⽉末に決算を迎える企業が、分析対象から落ちるということである。2004 年
5 ⽉末までに有価証券報告書を提出する企業は、全体の 2 割程度であり、決して












会社の決算⽇は 12 ⽉末であることから、2019 年度の有価証券報告書を 2020 年
3 ⽉末までに提出することになっている。他⽅で、⽇本において新型コロナウイ
ルスの感染者が発⾒されたのは、2020 年 1 ⽉のことであり、本来ならばキヤノ















が、期間が 2012 年からであり、2012 年以前の市場変更などのトレースが困難
















 上記のデータを収集するために、本論⽂では「イノベーション OR イノヴェ










り、延べ企業数は 1769 社であった。 
 
図 1 eol 検索画⾯ 
 
（３）分析⽅法 





































KH Coder 上での「動詞 B」（樋⼝, 2018）を除いた、出現数上位 100 語につい
て、2 種類の別の⼿法で分析した。第 1 にイノベーションという⾔葉の関連語を
整理した。第 2 に、共起ネットワーク分析を⾏った。共起ネットワークとは、
「データ中の⾔葉同⼠のつながりをネットワークの形にあらわした図」（樋⼝, 














数は 1769 社であった。この 2 つのデータの時系列推移を整理したのが、図 2 で
ある。 
 
図 2 ⽂書数と企業数 
 
 ⼀⾒して明らかなように、イノベーションという⾔葉に⾔及した企業の数は、
2004 年の 79 社以降⼀貫して上昇し、2020 年には 911 社となった。上場企業が
おおむね 3800 社程度であることを考えると、全上場企業の 25％弱がイノベー
ションに⾔及しているといえる。また、イノベーションという⾔葉が含まれた⽂
書数も、全体としては上昇傾向にあるが、2009 年から 2011 年には若⼲の減少






期間の⾔及企業を産業別に整理したものが、図 3 である。 
 
図 3 産業別の採⽤企業数・⽂書数 
註：棒は企業数（左軸）、折れ線は⽂書数（右軸） 
 












図 4 企業数と 1 社あたり⽂書数 
註：横軸：産業ごと企業数、縦軸：1 社あたり⽂書数 
 
 図 4 からは、空運業は企業数が少ないにもかかわらず、イノベーションとい
う⾔葉を使う回数は 1 社あたり最も⾼くなっている。他⽅で、図 3 において最
も顕著であった情報・通信業や、次点のサービス業は、1 社あたりの⽂書数は中
程度であり、イノベーションという⾔葉に対する感度が産業ごとに異なってい



















平均値ごとに整理したのが、図 5 である。 
 





















表 2 2004 年時点イノベーション⾔及企業 
 
 表 2 からは、2020 年時点でも⽇経 225 に含まれている企業が、全 79 社中 15
社を占めている。2004 年 1 ⽉末時点での東証上場企業数が 2306 社であり、⽇
企業名 業種 企業名 業種
日本旅行 サービス業 ケンコーコム㈱ 小売業
㈱ナガセ サービス業 野村ホールディングス㈱ 証券、商品先物取引業
㈱長大 サービス業 東海東京証券㈱ 証券、商品先物取引業
㈱ＮＯＶＡ サービス業 野村證券 証券、商品先物取引業
ライブドア サービス業 エイベックス㈱ 情報・通信業
フレパー・ネットワークス サービス業 エレクトロニック・ライブラリー 情報・通信業
㈱メディネット サービス業 アイエックス・ナレッジ㈱ 情報・通信業
㈱ジャックス その他金融業 日立ソフトウェアエンジニアリング㈱ 情報・通信業
三浦印刷㈱ その他製品 共同コンピュータ㈱ 情報・通信業
㈱巴川製紙所 パルプ・紙 ㈱セゾン情報システムズ 情報・通信業
日水製薬㈱ 医薬品 ㈱ＮＴＴデータ 情報・通信業
杏林製薬㈱ 医薬品 菱友計算㈱ 情報・通信業
三井物産㈱ 卸売業 ㈱ジャストシステム 情報・通信業
三菱商事㈱ 卸売業 ゼロ㈱ 情報・通信業
㈱ワキタ 卸売業 ㈱デジタルアドベンチャー 情報・通信業
㈱リョーサン 卸売業 ㈱メディアシーク 情報・通信業
中央物産㈱ 卸売業 セック 情報・通信業
㈱ミスミ 卸売業 明治乳業㈱ 食料品
㈱創健社 卸売業 伊藤ハム㈱ 食料品
常盤薬品㈱ 卸売業 ㈱ブルボン 食料品
㈱カワニシホールディングス 卸売業 ㈱ジェーシー・コムサ 食料品
ＩＴＸ㈱ 卸売業 日本水産㈱ 水産・農林業
㈱アルゴグラフィックス 卸売業 富士ゼロックス 精密機器
ユニ・チャーム㈱ 化学 帝人㈱ 繊維製品
㈱日本触媒 化学 旭テック㈱ 鉄鋼
富士フイルムホールディングス㈱ 化学 大阪ガス㈱ 電気・ガス業
ブラザー工業㈱ 機械 ㈱日立製作所 電気機器
日本トムソン㈱ 機械 ㈱安川電機 電気機器
㈱酉島製作所 機械 オムロン㈱ 電気機器
三菱重工業㈱ 機械 ＮＥＣトーキン㈱ 電気機器
㈱ＩＮＡＸトステム・ホールディングス 金属製品 ㈱ケンウッド 電気機器
ＫＴＣ㈱ 金属製品 イーラックス㈱ 電気機器
㈱横浜銀行 銀行業 セイコーエプソン㈱ 電気機器
㈱西日本銀行 銀行業 ㈱アドテック　プラズマ　テクノロジー 電気機器
㈱みなと銀行 銀行業 インテリジェント・コスモス研究機構 不動産業
㈱愛媛銀行 銀行業 トキコ㈱ 輸送用機器
㈱ウエスト 建設業 マツダ㈱ 輸送用機器
㈱コメリ 小売業 ヤマコー 陸運業




経 225 採⽤企業の割合は、全体の 9.8%であることを鑑みると、最初期のイノベ
ーション⾔及企業には、⽐較的⼤企業が多く含まれているといえる。 
 





図 6 ⾔及開始企業数 
 
 図 6 から全体的には⾔及企業数が増加傾向であることが分かる。特に、2006-











x 軸に⾔及年数の対数、y 軸に企業数の対数をとりプロットした（図 7-a）。また、
⽂書数についても、x 軸に⽂書数の対数、y 軸に企業数の対数をとりプロットし
た（図 7-b）。さらに、回帰分析をかけ、あてはまりの良さを検証した。分析に
は Microsoft Excel を利⽤した。 
 
図 7 ⾔及年数・⽂書数・企業数 
 















表 3 相関係数と無相関の検定 
 合計回数 合計年数 開始年 
合計回数 1.0000   
合計年数 0.6107*** 1.0000  
開始年 -0.2881*** -0.5076*** 1.0000 
註：*: p<.05, **:p<.01, ***:p<0.001 
 










 まず、抽出された全⽂書の外観を把握するために、図 8-a と b にて⽂書の単
語数と⽂字数の記述統計を確認する。平均単語数が 87.83 である。6 単語から
















表 4 関連語 
 











図 9 共起ネットワーク分析 
 
 図 9 からは、6 つのサブグラフが読み取れる。サブグラフ 1（図 9 の緑）には、
「取締役・執⾏役員」などの単語が⾒えることから、イノベーション担当役員の
存在、あるいはイノベーションに関する部署に所属していたという情報を読み
取ることができる。サブグラフ 2（図 9 の⻩⾊）はイノベーションが⾃社の事業
に位置付けられていること、そして成⻑を⽬指すために中期経営計画に組み込
まれていることが分かる。サブグラフ 3（図 9 の紫）に「研究・技術・開発」は
サブグラフ 2 と繋がっていることから、イノベーションが研究開発・技術開発
と関連していることが分かる。サブグラフ 4（図 9 の⾚）からは「基本⽅針」が
読み取れる。サブグラフ 2 ともつながっていることから、全社戦略にイノベー
ションが組み込まれているといえそうである。サブグラフ 5（図 9 の⻘）は、財
務諸表における記述と読むことができる。いくつかの企業では財務諸表の注記
部分に⾃社の事業説明やセグメントの状況を説明しており、そこにイノベーシ








































































点数を数えるという Print-media indicator が、⽤いられてきた。そして、抽出
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